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全産業活動指数（2019 年１月）  

 ～生産の減少を主因として、全産業活動指数は低下～ 
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○ １月の全産業活動指数は前月比▲0.2％ 

2019年１月の全産業活動指数は前月比▲0.2％と、コンセンサス（同▲0.4％、レンジ：同▲0.7％～

▲0.2％）を上回る結果となった。 

内訳をみると、鉱工業生産指数が、世界経済の減速や春節の影響を受けた生産の下落により、前月

比▲3.5％（寄与度▲0.71％ポイント）とマイナスに寄与した。鉱工業生産の減少幅は大きかったもの

の、消費関連の回復を受けた第３次産業活動指数が前月比＋0.4％（寄与度＋0.28％ポイント）、公

共・土木を中心に建設業活動指数が前月比＋2.8％（寄与度＋0.16％ポイント）とそれぞれプラスに寄

与し、全産業活動指数は全体として小幅なマイナスに止まった。 

 

○ 第３次産業活動指数は前月比＋0.4％ 

１月の第３次産業活動指数は前月比＋0.4％となった。１月にプラス寄与となったのは、生活娯楽関

連サービス業（前月比＋2.4％、前月比寄与度＋0.25％ポイント）や卸売業（同＋1.6％、同寄与度＋

0.22％ポイント）、不動産業（前月比＋2.1％、前月比寄与度＋0.16％ポイント）など４業種であった。

一方で、マイナスに寄与したのは、小売業（前月比▲1.8％、前月比寄与度▲0.18％ポイント）及び電

気・ガス・熱供給・水道業（同▲2.4％、同寄与度▲0.06％ポイント）、情報通信業（前月比▲0.3％、

前月比寄与度▲0.03％ポイント）などの４業種であった。好天の影響などによる来客数の増加を主因

として、生活娯楽関連サービスが前月比プラスとなった。また、医薬品や化粧品、電子計算機等の販

売が好調であったことから卸売業が前月比プラスとなり、第３次産業活動指数を押し上げた。 

（単位：％）

全産業活動指数

前期比 前年比 前期比 前年比 前期比 前年比 前期比 前年比
18 2 0.4 1.1 0.1 1.0 2.0 1.6 -0.4 1.5

3 -0.1 1.1 -0.4 0.8 1.4 2.4 -1.5 0.8
4 1.0 1.4 1.0 1.2 0.5 2.6 2.2 -0.7
5 0.2 1.7 0.3 1.3 -0.2 4.2 0.6 -2.8
6 -0.9 0.1 -0.6 0.7 -1.8 -0.9 -2.5 -3.0
7 -0.1 0.9 0.0 0.9 -0.2 2.2 -1.0 -3.7
8 0.4 0.9 0.4 1.2 0.2 0.2 0.5 -2.6
9 -1.1 -1.2 -1.3 -0.8 -0.4 -2.6 -0.7 -2.7

10 2.2 2.5 2.2 2.5 2.9 4.2 -1.4 -3.7
11 -0.4 1.1 -0.3 1.3 -1.0 2.2 1.1 -3.0
12 -0.6 -0.3 -0.5 0.4 -0.1 -1.0 -2.4 -5.6

19 1 -0.2 0.6 0.4 1.1 -3.5 0.2 2.8 -2.9

（出所）経済産業省「全産業活動指数」
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○ ２月の鉱工業生産が今後の動向の鍵に 

先行きについて、第３次産業活動指数は、雇用・所得環境が改善基調にあることから、消費関連の

回復を中心に全体として回復基調が続くとみている。一方で、鉱工業生産指数は海外景気の減速に伴

い輸出の伸びの鈍化が予想されるため、弱い動きが続くだろう。第３次産業活動指数がプラスに寄与

する一方で、鉱工業生産が足を引っ張り、足踏み状態が続くとみている。 

１－３月期をみる上で鍵を握るのは、弱さがみられる鉱工業生産の動向だ。２月の鉱工業生産の戻

りが限定的となり、生産が基調として弱まっていることが示されるような場合には、生産のマイナス

寄与の影響が大きくなり、全産業活動指数が１－３月期にマイナスとなる可能性が高まることになる。

そのため、今後の動向をみる上で、２月の鉱工業生産の動向には特に注意が必要である。 

 

    

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

   

 

 

 

96

98

100

102

104

106

108

13 14 15 16 17 18 19

2010年＝100 全産業活動指数（季調値）

（出所）経済産業省「全産業活動指数」
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（出所）経済産業省「全産業活動指数」
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（出所）経済産業省「第３次産業活動指数」
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